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雇用関係における支配力とフランチャイザーの権力
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　本論文は，アメリカ合衆国におけるフランチャイズ
制度の下でのフランチャイザーとフランチャイジーの
被用者との関係につき，同国の労働法上定着した共同
使用者（joint employer）法理を適用し，フランチャ
イザーの使用者責任を認めることを主張するものであ
る。共同使用者法理とは，労働者が使用者側に存在す
る複数の法的主体の一方とは労働契約関係にあるが，
他方とは労働契約関係にないときに，労働契約関係に
ない方に労働法上の責任を追及するために用いられる
法理である 1）。
　同国において，フランチャイズシステムによる飲食
チェーン店（特にマクドナルド（McDonald’s））にお
ける低賃金，職場に関わる法制の不備と団体交渉の欠
乏により行った賃上げ運動（Fight For Fifteen）を
背景とし，組合と全国労働関係局（National Labor 
Relations Board：NLRB）等の行政機関は，フラン
チャイジーに対してのみならず，加盟店に影響をもつ
雇用条項を制定するフランチャイザーに対しても，共
同使用者責任を負うべきであるとして訴訟等を提起し
た。本来，フランチャイジーの責任が明確に認められ
ても，フランチャイザーの共同使用者責任を認めない
限り，労働関連法令，例えば全国労働関係法（National 
Labor Relations Act：NLRA）または公正労働基準
法（Fair Labor Standard Act：FLSA），の目的が十
分達成されないとの考慮に基づくものといえる。
　しかし，裁判例上，共同使用者の主張は否定されて
い る。 例 え ば， 第 9 巡 回 区 裁 判 所 は，Salazar v. 
McDonald’s Corp 事件において，フランチャイザー
がフランチャイジーに要求した賃金システムがカリ
フォルニア州の賃金法制に違反するにも関わらず，フ
ランチャイザーが直接にフランチャイジーの従業員
を，雇用，解雇又は指揮監督をしていなかったため，
フランチャイザーの共同使用者性を否定した。

　第 1 章では，前掲のフランチャイズにおける，フラ
ンチャイザーのフランチャイジーに対する支配力を問
わずに，単なるフランチャイジーの労働者に対する直
接の支配力を重視することで，簡単に共同使用者法理
の適用を排除する多くの裁判所の判断傾向を問題とす
る。また，オバマ政権の下，全国労働関係局等の行政
機関はフランチャイザーの共同使用者責任を積極的に
追及しようとする姿勢が見られたが，本論文執筆当時
のトランプ政権の下，前述の行政機関はフランチャイ
ザーの共同使用者性を保守的に判断する方針に戻ると
予想している。
　第 2 章において，著者らは，フランチャイザーとフ
ランチャイジーの間の力の不均衡（power imbalance）
の存在，そしてその優位的な力すなわち権力はフラン
チャイザーがフランチャイジーの被用者の労働条件に
対する支配力となると説く。すなわち，フランチャイ
ザーはフランチャイズ契約の更新の拒否ないし終了に
より，フランチャイジーの経営を支配することができ
る。それ以外にも，フランチャイザーは競業避止条項
によって，フランチャイジーのビジネス・チャンスを
制限することができる。それ故，フランチャイザーは
フランチャイジーに対し，経済的に支配力をもつ。こ
うした支配力の下で，加盟店の労働条件に関わるフラ
ンチャイザーの助言（recommendations）は，フラ
ンチャイジーに対する要求（requirement）となる。
　フランチャイズ契約により，フランチャイジーは，
フランチャイザーが作成した仕事マニュアルに従い，
被用者の労働条件を定める必要があり，フランチャイ
ザーは，フランチャイジーの被用者の生産性，賃金等
の事項を監視する権力を与えられる。著者らは本章
で，マクドナルドとドミノピザ（Domino’s）のフラ
ンチャイズ契約を検証し，フランチャイザーがフラン
チャイジーの被用者を監視する契約上の権限を持たな
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くとも，実際にフランチャイジーの被用者の監視と評
価をする権力を行っていると主張し，従来の裁判例の
ように，共同使用者概念をフランチャイズの事案に適
用しない保守的な姿勢は不適切と指摘した。さらに，
著者らは共同使用者の判断枠組みの下で，フランチャ
イジーの被用者の労働条件に対するフランチャイザー
の支配力の有無を中心とするアプローチを提案する。
　第 3 章では，著者らが提案する，フランチャイザー
のフランチャイジーへの権力によるその被用者への支
配力に関わる理論を説明する。まず，フランチャイ
ザーがフランチャイジーの職場秩序を監視・強要でき
るフランチャイズの契約条項は，フランチャイザーの
権力を支配力と評価できる証拠となるとし，従来の共
同使用者責任の分析は，そのような力の不均衡を考え
ず，フランチャイジーの被用者とフランチャイザーの
間で団体交渉が有すべき重要性を無視すると批判する。
労働・雇用法制（labor and employment law）は前
述の関係における，雇用関係の力の格差（inequality 
of power）を注視し，被用者の団体交渉の権利を保護
すること，または最低労働基準を法律上要求すること
を通じ，その格差問題に対応すべきであるとする。
　フランチャイズの事案において，フランチャイザー
とフランチャイジーとの力の格差は，使用者と被用者
と の 交 渉 力 格 差（inequality of bargaining power）
とは異なるが，連邦最高裁判所は，NLRB v. Gissel 
Packing Co., Inc. 事件の判決において，全国労働関係
局は交渉代表選挙前に使用者が発表した雇用喪失宣言
は暗黙の報復脅しに当たるかを判断する際に，力の不
均衡を考慮すべきと判示した。フランチャイズの構造
を考えると，フランチャイジーは，フランチャイザー
が持っている経済的な力を重視し，フランチャイザー
の助言を要求として取扱うことが想定しうる。従っ
て，フランチャイジーとフランチャイザーの関係にお
ける経済的な力が，どのような役割を果たすかを重視
すべきである。
　フランチャイズの事案における共同使用者の分析に
おいては，指導会社（lead company）が，従属会社

（subordinate company）に対し，形式的か非形式的
かを問わず，直接的か間接的かを問わずに，従属会社
の被用者の労働条件と契約条項に対する不可欠な決定
権力をもつか否かを，裁判所は考慮すべきであると著

者らは主張する。この間接的な支配力を重視する方式
は，フランチャイザーを共同使用者と判断しない傾向
を終結させるために必要である。
　第 4 章においては，フランチャイズの事案に共同使
用者法理の適用を排除すると，フランチャイジーの被
用者の労働条件を決められるフランチャイザーが，責
任を全く負わないことになってしまうとする。こうし
た状況を避けるため，裁判所も，全国労働関係局等の
行政機関も，そのような事案において，共同使用者の
テストに，フランチャイジーの被用者に対して実質的
な支配力をもたらすと評価できる，フランチャイザー
の権力または間接的な支配力を考慮に入れるべきこと
を主張する。
　結論として，本論文は，フランチャイズにおける共
同使用者の分析にあたり，全面的に上記の支配力を考
えるアプローチを採用すべきであると述べている。
　日本法との比較の観点から，本論文には以下のこと
を指摘できよう。まず，日本では，フランチャイジー
の労働者性に関わる問題において，フランチャイザー
のフランチャイジーへの支配力が注目されている 2）

のに対し，アメリカではフランチャイザーがフラン
チャイジーの被用者の労働条件に対する支配力の有無
に着目し，フランチャイジーの被用者に対するフラン
チャイザーの共同使用者該当性が議論されている。ま
た，そのような発想は，日本における労働組合法 7 条
の使用者の判断における「支配力説 3）」と似ているが，
今のところ日本では，フランチャイズの事案における
共同使用者該当性の問題はあまり検討されておらず，
この点は今後の検討課題と思われる。
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